
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人香川大学（法人番号7470005001659）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学法人、

国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する

教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人約2,050人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、

以下の法人等を参考とした。

(1) 国立大学法人高知大学･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施している

（常勤職員数約1,900人）。公表資料によれば、平成28年度の長の年間報酬額は16,340千円であり、

公表対象年度の役員報酬規則に記載された本俸額等を勘案すると、16,197千円と推定される。

同様の考え方により、理事については約13,128千円、監事については約10,034千円と推定される。

(2) 事務次官年間報酬額･･･23,175千円

　当法人においては、平成16年より、期末特別手当において、学長は、国立大学法人評価委員会が行う

業績評価の結果及び各役員の在職期間における職務実績を総合的に勘案し、経営協議会の議を経て、

期末特別手当の額を、100分の10の範囲内で、これを増額又は減額することができると定めている。

法人の長 　役員報酬支給基準は、国立大学法人香川大学役員報酬規則に則り、毎月支給される

報酬（本給、地域手当、広域異動手当、通勤手当、単身赴任手当）及び期末特別手当

から構成されている。

　期末特別手当については、期末特別手当基準額（本給月額＋地域手当＋広域異動

手当＋（本給月額＋地域手当＋広域異動手当）×100分の20＋本給月額×100分の25）に

６月に支給する場合においては１00分の155.0、12月に支給する場合においては100分の

175.0を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた

割合を乗じて得た額としている。

　なお、平成29年度では、期末特別手当支給率の引き上げ（年間0.05ヶ月分）を実施した。

理事 　法人の長と同様

理事（非常勤） 　該当者なし

監事 　法人の長及び理事と同様

監事（非常勤） 　役員報酬支給基準は、国立大学法人香川大学役員報酬規則に則り、非常勤役員手当

のみで構成されている。

　非常勤役員手当は、月額（80千円）に、役員会以外の業務に従事した場合には

１回につき10千円を加算し、算出している。

　なお、平成29年度においては、改定は行われなかった。

  ②  平成29年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成29年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方



２　役員の報酬等の支給状況
平成29年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

8,027 5,790 2,184 52 （地域手当） 9月30日
※

千円 千円 千円 千円

8,309 5,790 2,466 52 （地域手当） 10月1日

千円 千円 千円 千円

6,330 4,566 1,723 41 （地域手当） 9月30日

千円 千円 千円 千円

6,552 4,566 1,945 41 （地域手当） 10月1日

千円 千円 千円 千円

6,372 4,566 1,723
41
42

（地域手当）
（通勤手当） 9月30日

千円 千円 千円 千円

6,602 4,566 1,945
41
49

（地域手当）
（通勤手当） 10月1日

千円 千円 千円 千円

13,112 8,472 3,691 948 （地域手当） 3月31日
◇

千円 千円 千円 千円

9,968 7,620 2,114
68

165
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

9,994 7,620 2,114
68

191
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,137 8,472 3,403
76

185
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,120 1,120

注１：「地域手当」とは、主に民間における賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給されているもの
である。

注２：「前職」欄の「※」は独立行政法人等の退職者、「◇」は役員出向者を示す。
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

C理事

その他（内容）

B法人の長

G理事

A法人の長

A理事

B理事

D理事

前職
就任・退任の状況

役名

E理事

B監事
（非常勤）

A監事

F理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　香川大学は、「世界水準の教育研究活動により、創造的で人間性豊かな

専門職業人・研究者を養成し、地域社会をリードするとともに共生社会の実現

に貢献する。」ことを理念とし、地域社会の課題解決に資する教育・研究等の

実績を基に、地域活性化の中核的拠点としての機能強化及び特定の分野に

おける、世界ないし全国的な教育研究を学長のリーダーシップの下で推進

している。

　そうした中で、香川大学の学長は、法人の代表として、その業務を総理する

とともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職務

を同時に担っている。

　学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,814

千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,175千円

と比べても、それ以下となっている。

　また、近隣の総合大学の長の報酬水準と同水準となっている。

　こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で

あると考えられる。

　理事 　香川大学の理事は、学長を補佐し、大学法人の業務を掌理する。

　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,814

千円と比較した場合、それ以下となっている。

　また、近隣の総合大学の理事の報酬水準と同水準となっている。

　こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で

あると考えられる。

　理事（非常勤） 該当者なし

　監事 　香川大学の監事は、大学法人の業務を監査する。

　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,814

千円と比較した場合、それ以下となっている。

　また、近隣の総合大学の監事の報酬水準と同水準となっている。

　こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で

あると考えられる。

　監事（非常勤） 　香川大学の監事（非常勤）は、大学法人の業務を監査する。

　監事（非常勤）の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員

報酬31,814千円と比較した場合、それ以下となっている。

　また、近隣の総合大学の監事（非常勤）の報酬水準と同水準となっている。

　こうした職務内容の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で

あると考えられる。

【文部科学大臣の検証結果】
 職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人、

民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成29年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

7,555 6 H29.9.30 1.0 ※

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

 　当大学法人が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、学長は、国立大学法人評価委員会

が行う業績評価の結果及び各役員の在職期間における職務実績を総合的に勘案し、経営協議会の議を経て、

期末特別手当の額を、100分の10の範囲内で、これを増額又は減額することができると定めている。

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

監事A

理事A

監事A
（非常勤）

判断理由
当該役員は法人の長として、多岐に渡る業務を司るとともに、①学系制の導入、②部局間連携によるプロジェクト研究の推進及び特別教育プロ

グラムの開設、③グローバル人材の育成及び地域との連携強化、④創造工学部の設置などについて、強いリーダーシップの下で改革を行っ

た。在任期間中、「教育、研究、地域連携、医学医療を創造・発展させる瀬戸内地域の『知の拠点』」である法人の役目に資するため、数多くの

事項に新たな手法を用いて取り組み、法人及び地域の振興に多大な貢献をした。当該役員の業績勘案率については、国立大学法人評価委

員会の業績評価結果及び法人の長としてその職務を全うしたことに対する個人評価を勘案したうえで、経営協議会の議を経て定められた申合

せにより決定した。
該当なし

該当なし

理事A
（非常勤）

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当なし

該当なし

監事A

法人の長

理事A

法人の長

法人での在職期間



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、国家公務員のほか、平成29年度

職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（当該法人約2,890人（常勤職員数約2,050人））・

職種別平均支給額を参考にした。

(1) 国立大学法人高知大学･･･当該法人は、地域を基盤とした総合大学である点において類似する国立大学

法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数約1,900人）となっている。

(2) 国家公務員･･･平成29年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は

410,719 円となっており、全職員の平均給与月額は416,969 円となっている。

(3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の４月の平均支給額は

493,481円となっている。

　運営費交付金における業務費・人件費の割合を堅持しつつ、中期計画に基づく人件費枠の有効な配分

 を勘案し、新たな社会的ニーズに迅速・適切に対応できるよう人員配置を行い、適正な人件費の管理に

努めている。

　事務系職員には、本学が独自に定めた人事評価制度に基づく個人評価（業績・能力） の結果を昇給・

昇格・降格及び賞与に反映させている。

    また、教員についても、教員評価（教育・研究・社会貢献・運営）の結果を昇給及び賞与に反映 させている。

　当法人においては、月給制と比較し、評価の結果をより反映させる仕組みとして、平成26年度より年俸制を

導入した。

　③　 給与制度の内容及び平成29年度における主な改定内容

　国立大学法人香川大学職員給与規則に則り、基本給、諸手当（地域手当、広域異動手当、管理職手当、

扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、当直手当、時間外勤務手当等）及び賞与

（期末給及び勤勉給）としている。

　期末給については、期末給基礎額（基本給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当＋役職段階別

加算額＋管理職加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する場合においては

100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた

割合を乗じて得た額としている。

　勤勉給については、勤勉給基礎額（基本給＋地域手当＋広域異動手当＋役職段階別加算額

＋管理職加算額）に基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合、さらに

勤務成績に応じて定める割合を乗じて得た額としている。

　なお、平成29年度における主な改正内容は次のとおりである。

①本給月額の引き上げ（平均改定0.2％）

②扶養手当について、配偶者等に係る手当額を減額、子に係る手当額を増額

③勤勉給の支給月数の引き上げ（年間0.1ヶ月分）

④医師調整手当の引き上げ

⑤退職手当の引き下げ

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,503 43.6 6,243 4,561 54 1,682

人 歳 千円 千円 千円 千円

318 45.1 5,527 4,051 62 1,476

人 歳 千円 千円 千円 千円

461 50.4 8,434 6,105 51 2,329

人 歳 千円 千円 千円 千円

25 38.6 6,519 4,965 59 1,554

人 歳 千円 千円 千円 千円

467 37.7 4,861 3,571 48 1,290

人 歳 千円 千円 千円 千円

127 37.4 4,816 3,548 56 1,268

人 歳 千円 千円 千円 千円

14 53.6 5,242 3,823 48 1,419

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 47.1 7,739 5,715 101 2,024

人 歳 千円 千円 千円 千円

65 39.8 6,537 4,829 65 1,708

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.5 5,402 3,939 33 1,463

人 歳 千円 千円 千円 千円

73 40.9 4,198 3,505 59 693

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 38.4 3,127 2,345 58 782

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 46.5 6,366 4,764 146 1,602

人 歳 千円 千円 千円 千円

29 29.4 3,481 3,481 27 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 48.5 5,010 3,695 42 1,315

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 51.2 3,272 2,433 25 839

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 63.4 2,865 2,394 49 471

＜常勤職員について＞

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：技能・労務職種とは、ボイラー技士、医療機器操作員、動物飼育員、実験助手及び調理師である。
注3：教育職種（附属学校教員）には、附属特別支援学校教員を含む。
注4：教育職種（附属義務教育学校教員）には、附属幼稚園教員を含む。
注5：その他医療職種（看護師）とは、保健管理センターの保健師である。

＜在外職員、任期付職員及び再任用職員及びについて＞
注：在外職員、任期付職員及び再任用職員の各区分については、該当者がないため記載を省略した。

人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

医療職種
（病院医師）

平均年齢
平成29年度の年間給与額（平均）

常勤職員

区分 うち賞与総額

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種

技能・労務職種

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

再採用職員

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

その他医療職種
（看護師）



〔年俸制適用者〕

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

74 44.6 8,070 5,881 65 2,189

人 歳 千円 千円 千円 千円

74 44.6 8,070 5,881 65 2,189

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 47.1 7,260 6,744 3 516

人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

5 40.3 5,151 5,151 0 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

1

＜常勤職員について＞

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

＜任期付職員について＞
注1：特任教授及び任期付寄附講座等教員については、該当者が1人であるため、
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。
注2：特任教授とは、特定のプロジェクト等の統括及び教育研究を行うために任期を定めて雇用された大学

教員である。
注3：任期付テニュアトラック教員とは、テニュアトラック制を適用し、任期を定めて雇用された大学教員である。
注4：任期付寄附講座等教員とは、寄附講座及び寄附講座研究部門規則第10条第2項但し書きを適用し、

任期を定めて雇用された大学教員である。

＜在外職員、再任用職員及び非常勤職員について＞
注：在外職員、再任用職員及び非常勤職員の各区分については、該当者がないため記載を省略した。

人員 平均年齢
平成29年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

任期付寄附講座等教員

任期付職員

特任教授

任期付テニュアトラック教員

常勤職員

教育職種
（大学教員）

区分



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢28～31歳の該当者は3人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 4 59.3 8,419

次長 8 58.4 7,666 7,830 7,527

課長 19 56.5 7,365 8,764 5,937

課長補佐 54 52.6 6,179 7,149 5,432

係長 93 48.4 5,760 6,550 4,915

主任 79 41.1 5,015 6,239 4,007

係員 61 32.4 3,894 5,159 2,863

注１：「係員」には、係員相当職である「グループ員」を含む。

注２：「主任」には、主任相当職である「チーフ（Ⅱ）」を含む。

注３：「係長」には、係長相当職である「チーフ（Ⅲ）」及び「専門職員」を含む。

注４：「課長補佐」には、課長補佐相当職である「サブリーダー」及び「専門員」を含む。

注５：「課長」には、課長相当職である「リーダー」を含む。

注６：部長の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　最高給与額及び最低給与額は表示していない。

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 216 55.6 9,566 12,360 7,580

准教授 126 47.1 7,898 9,896 5,676

講師 35 46.3 7,504 8,702 5,677

助教 74 42.5 6,560 7,544 4,610

助手 2

教務職員 8 50.3 5,280 5,704 5,054

注：助手の該当者は2人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 4 54.0 6,371

看護師長 29 51.7 6,345 6,784 5,907

副看護師長 62 46.6 5,750 6,495 4,635

看護師 371 34.9 4,512 6,159 3,244

注１：「看護師」には、看護師相当職である「助産師」を含む。

注２：看護部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　平均年齢及び年間給与額は表示していない。

注３：副看護部長の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

　　　最高給与額及び最低給与額は表示していない。

（最高～最低）
人員

年間給与額

（最高～最低）

人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

年間給与額

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

平均年齢分布状況を示すグループ

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

千円

分布状況を示すグループ



④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

58.7 58.6 58.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.3 41.4 41.3

％ ％ ％

         最高～最低 49.9～38.1 50.9～37.9 50.1～38.3

％ ％ ％

59.3 59.6 59.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.7 40.4 40.5

％ ％ ％

         最高～最低 47.5～37.5 42.9～32.3 45.2～36.1

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

59.6 55.7 57.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

40.4 44.3 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 49.9～38.4 54.6～38.7 50.4～38.7

％ ％ ％

60.5 59.0 59.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

39.5 41.0 40.3

％ ％ ％

         最高～最低 43.3～36.9 48.3～37.0 44.6～37.0

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 ～ ～ ～

％ ％ ％

58.9 59.1 59.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.1 40.9 41.0

％ ％ ％

         最高～最低 43.3～37.5 42.9～37.5 43.1～37.5

注：医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの

　　　あることから、記載していない。

管理
職員

賞与（平成29年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員
内容

（法人の検証結果）

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　31％
（国からの財政支出額　11,480百万円、支出予算の総額　36,958百万円：
平成29年度予算）
【累積欠損額について】
該当なし

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は31%であり、累積欠
損も生じていない。
　また、給与についても人事院勧告を参考に改正を行っており、指数が国
家公務員に比して低い水準にあることから、給与水準は適切なものであると
考える。

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　79.5

・年齢勘案　　　　　　　　　　　79.4
・年齢・地域勘案　　　　　　　　86.1

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

　指数は国家公務員と比較して低い水準にある。

講ずる措置

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　今後とも、効果的・効率的業務運営の実施を推進し、引き続き給与の適
正化に努める。

（文部科学大臣の検証結果）

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　86.1
（参考）対他法人　　　　　　　　90.8



○医療職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　　89.6
（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、平成29年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との

給与水準（年額）との比較指標である。

４　モデル給与

（扶養家族がいない場合）

＜事務・技術職員＞

○22歳（大学初任給）

月額179,200円　年間給与2,938,880円

○35歳（主任）

月額268,800円　年間給与4,447,991円

○50歳（課長補佐）

月額339,800円　年間給与5,622,871円

＜教育職員（大学教員）＞

○27歳（助教（博士修了初任給））

月額288,400円　年間給与4,729,760円

○35歳（講師）

月額353,700円　年間給与5,852,881円

○50歳（教授）

月額478,500円　年間給与7,918,018円

※扶養家族がいる場合には、扶養手当（配偶者10,000円、子１人につき8,000円）を支給

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　事務系職員には、本学が独自に定めた人事評価制度に基づく個人評価（業績・能力） の結果を

昇給・昇格・降格及び賞与に反映させている。

    また、教員についても、教員評価（教育・研究・社会貢献・運営）の結果を昇給及び賞与に反映

させている。

　国立大学改革プランに基づき、当法人においては、月給制と比較し、評価の結果をより反映

させる仕組みとして、平成26年度より年俸制を導入した。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　指数は国家公務員と比較して低い水準にある。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置
　今後とも、効果的・効率的業務運営の実施を推進し、引き続き給与の適
正化に努める。

（法人の検証結果）

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　31％
（国からの財政支出額　11,480百万円、支出予算の総額　36,958百万円：
平成29年度予算）
【累積欠損額について】
該当なし

　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は31%であり、累積欠
損も生じていない。
　また、給与についても人事院勧告を参考に改正を行っており、指数が国
家公務員に比して低い水準にあることから、給与水準は適切なものであると
考える。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　95.9
・年齢・地域勘案　　　　　　　　98.8
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　95.1
・年齢・地域・学歴勘案　　　　99.7
（参考）対他法人　　　　　　　　94.6

（文部科学大臣の検証結果）

　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

　　　の 「18役員及び教職員の給与の明細」における非常勤合計額と一致しない。

注3：「退職手当支給額」欄は、国の常勤職員に相当する、法人の常勤職員に係る退職手当支給額を

　    計上する。

総人件費について参考となる事項

・給与、報酬等支給総額

対前年度比 69,720 千円減 0.6 ％減

要因：常勤職員数の減による本給等の減

・最広義人件費

対前年度比 842,686 千円増 4.5 ％増

Ⅳ　その他

特になし

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

注2：「非常勤役職員等給与」の金額においては、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用

      される職員に係る費用及び人材派遣の契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書

　　要因：附属病院の体制充実のための医療技術職員増員により、
　　　　　「非常勤役職員等給与」及び「福利厚生費」の増となり、
　　　　　最広義人件費の増となった。

・「公務員の給与決定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議
　決定）　に基づき、平成30年1月1日から、以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について、調整率の改定を実施した。
　　役員に関する講じた措置の概要：平成30年1月1日、支給水準の引き下げ
　　職員に関する講じた措置の概要：平成30年1月1日、支給水準の引き下げ

区　　分

給与、報酬等支給総額
10,886,094 10,816,374

退職手当支給額
474,151 829,036

18,553,764

福利厚生費

最広義人件費
17,711,078

2,193,428 2,282,175

非常勤役職員等給与
4,157,405 4,626,179


